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（２）インフラDX・CN取組の推進について
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BIM/CIM原則適用及びその後に向けた検討

情報伝達の効率化（主として後段階への情報の引継等）による生産性向上BIM/CIMの意義

詳細設計において3次元モデル成果物の納品（詳細度300：正確な外形）
3次元モデルを活用した施工計画の検討・設計図書の照査

R5からの原則適用
（小規模工事を除く）

R4.3.31付 技術調査課長・公共事業企画調整課長 通達 i-Construction における「ＩＣＴの全面的な活用」について
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将来像を見据えたR5原則適用の具体化

〇 発注者によるデータマネジメント

〇 活用法を見据えた３次元モデルの作成・活用

データの管理・伝達方法の検討
共通データ環境（CDE）の構築など
設計データからICT施工、工場製作（橋梁、PCa等）、
維持管理システム等へ直接利用の検討
デジタル技術を前提とした既存制度の変革の検討

R5原則適用の実施内容

〇 インフラDXによる生産性向上

将来に向けた検討

調査・測量～設計～施工～維持管理の一連の流れにとって必要となるデータ群を工種も考慮して整理し、確実かつ効率的
に引き継がれていくような格納形式・仕組みを決める（3次元モデル以外のデータもBIM/CIMの対象としてとらえる）
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ICT建設機械認定制度

○従来の建設機械に後付けで装着する機器も含め、必要な機能等を有するＩＣＴ建設機械等の
認定制度を創設し、中小建設業者へのＩＣＴ施工の普及を促進する 。

○認定表示によりＩＣＴ建設機械の確認作業が容易になり、受発注者ともに効率化が図られる。
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■認定フロー

■主なＩＣＴ建設機械
ICT振動ローラ ICTﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ

ICT建機認定イメージ

【ICT建設機械等認定イメージ】

ICT後付け機器認定イメージ

ICTブルドーザICTバックホウ

■認定表示

Ｈ
Ｐ
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遠隔臨場の活用事例集 発刊のポイント

○令和４年度からの本格運用にあわせて、今まで遠隔臨場の試行に取り組んでいない受注者や、スムーズに試行が出
来なかった受注者に対して、これまでの試行で工夫した事例を「活用事例集」として作成。

○本事例集では、受注者が工夫した点や試行を通じて感じた効果や課題など、現場の生の声を掲載。今後も継続して
普及に努めるとともに、受発注者の業務効率化の促進を目指します。

※初版事例集は３０件程度掲載
令和４年度は、第二版の発刊を予定

・試行で使用した機器
・遠隔臨場した確認事項
・工夫した点 を記載

・施工者（受注者）が試
行を通じて感じた「効果」
や「課題」など、現場の
生の声を掲載。

・現場でどのように遠隔
臨場を活用したか、状
況の分かる写真を掲載。
「遠隔臨場の初心者」で
も分かりやすい事例集
としている。

遠隔臨場が初めての受注者でも安心して取り組めるよう、現場の声を紹介！
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・計測データや映像記録の活用
施工・品質・出来形管理における試験結果の書類を計測データや映像など
連続データ記録を活用

・PRISMによる技術公募
PRISMにて、建設現場の生産性を向上する技術を募集

・ ダブレット端末等を利用した段階・立会の効率化
ダブレットを活用し現場の計測データをASP（クラウド）上の帳票に直接入力
する試行を実施 等

・情報共有システム（ASP）の活用により、受発注者間の書類のやり
とりをオンラインで実施

・ペーパーレス化に加え、
書類のやり取りの迅速化や
移動時間の削減等にも効果を発揮

・直轄土木工事では、H２７．１より、
原則、全ての工事でASPを使用

・今後もガイドラインや機能要件の
改定を実施

工事書類の簡素化

◆梁下部工事、工期：約１４ヶ月の場合） 全体約360cm

受発注者の業務効率化のため、以下の取組を実施
◆不要・過度な書類作成の削減
◆ペーパーレス化の促進
◆紙と電子による二重提出の削減
◆各種検査時における書類の削減
◆ICT技術の活用

１30ｃｍ 削減 65ｃｍ 削減

納品資料

53ｃｍ

提示資料

112cm

削減済削減済

参考）これまでの取組による効果のイメージ

出来形確認（pdf上に文字入力）

クラウド
ASP

承認

◆不要・過度な書類の削減
■基準類の改定
・共通仕様書の改定
（軽微な変更時の施工計画書作成不要 等）

・成績評定要領の改定
（工事成績を意識した過度な書類作成を助長する表現を削減 等

）
・工事書類様式の改定
（書類の統廃合等により、作成する書類を削減）

・各地方整備局におけるリーフレット等の作成
（工事書類スリム化ガイド、工事書類適正化指針）

◆ペーパーレス化の促進

◆紙と電子による二重提出の削減

◆ICT技術の活用

・工事書類一覧表に紙で提出する書類と電子で提出する書類を明確化
・事前協議の実施

◆各種検査時における書類の削減
・完成検査時に用意する工事書類を１０種類に限定し、検査を効率化
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情報共有システム（ＡＳＰ）の活用

■情報共有システム（ASP）
工事及び業務のスケジュールや工事書類管理共有機能、決裁機能（ワークフロー）、電子納品データの

作成支援機能を備えたアプリケーションソフトをインターネットを通じて効率的に情報共有する。

業務改善目標

凡例

機能名称
発注者 受注者

共有書類管理機能

スケジュール管理機能 ワークフロー機能書類管理機能掲示板機能 発議書類作成機能

書類等出力・保管支援機能

データ活用

情報共有システム（ASP）
データ活用

蓄積・共有
蓄積・共有蓄積・共有

蓄積・共有

データ活用

受発注者間のスケジ
ュール調整の効率化

協議経緯、協議
内容の共有

工程管理情報

の一元管理

承認、確認行為
の時間短縮

二重入力を排除
した帳票作成

帳票等取りま
とめの負荷軽減

電子データによる検
査・検査準備作業の
効率化

上流工程情報（調査、設
計段階の情報）引継ぎ

蓄積・共有

工事基本情報管理機能

蓄積・共有

帳票データファイル入出力機能

システム管理機能

共有サーバ間、
関連システムとの

データ連携

データ活用

ワンデーレスポンス
等の円滑な実施

ワークフロー機能

書類管理機能

〇受発注者の業務効率化のため、情報共有システム（ASP）を活用。
・土木工事は平成27年度より原則運用、業務は令和4年8月より試行運用を実施。

〇これまで電子媒体で納品していた電子成果品について、オンライン電子納品を実施
・土木工事は令和3年12月より原則運用を実施。今後、業務についても実施する予定

電子納品
保管管理システム

保管管理機能

■オンライン電子納品
これまで電子媒体で納品していた

電子成果品について、インターネッ
トを介して電子納品を実施

オンライン
電子納品

（インターネット）
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My City Construction（MCC）の紹介

• 受注者が検査前に電子納品成果をアップロードすることで、点群データやUAV撮影データ等の重いデータを

円滑にプレビュー表示・検索でき、オープンデータについては誰もが検索可能な、自治体単位でも採用しや
すい低コストかつ透明性の高いシステムです。
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地方公共団体の業務・工事の基本情報
• オンライン電子納品システムMy City Constructionと連携
• My City Constructionに工事受注者が電子成果品を登録し、かつ、発注者が承認した業務・工事を対象に、

業務・工事の基本情報の検索・表示・データ取得が可能

国土交通データプラットフォームとMCCの連携

My City Constructionに登録されている
連携対象業務・工事数（2020年8月時点）

• オンライン電子納品システムMy City Constructionと連携。
• 地方公共団体による業務・工事の基本情報は、約200件データ連携し、検索・表示・データ取得が可能。

タイトル
My City Construction
地方公共団体による業務・工事の基本情報

説明
地方公共団体の業務・工事の基本情報
表示項目： 業務・工事名称、発注機関名、受注機関名、工期開始日・終
了日、業務・工事内容、都道府県名、市区町村名、住所、代表写真

組織 一般社団法人社会基盤情報流通協議会

発注者が承認
基本情報の検索・表示・

データ取得が可能

業務・工事受注者が
電子成果品を登録

オンライン登録

My City Construction 国土交通データプラットフォーム
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅱ．働き方改革・生産性向上について
（１）カーボン・ニュートラルの取組の推進について
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インフラ分野における温室効果ガス（GHG）排出量について

○建設業における建設現場でのGHG排出量（Scope1+2）は全排出量の約0.7%（2020年度）
○一方、建設材料や建設関連貨物などサプライチェーンを含めた建設現場におけるGHG排出量

（Scope3）は、全排出量の約１割強※1。
GHGプロトコルでは、Scope1を事業者の直接排出、Scope2を事業者の間接排出、Scope3をサプライチェーン排出と規定している。

・建設現場の脱炭素化においては建設業としての取組と、サプライチェーン全体の取組の両方を進めていく必要
・公共土木では発電・CO2吸収量も含めたトータルでカーボンニュートラルに向けた取組を進めるため、「建設段
階」「維持管理段階」に分けて取組を整理

CO2の部門別排出量（％）
エネルギー消費ベース

エネルギー転換 ７．５％
（発電所等での自家消費分等）

産業
３４．０％

運輸
１７．７％

民生（家庭、業務その他）

３３．３％

その他（工業プロセス、廃棄物等）
７．１％

鉄鋼（建設用）

6.4%(約67百万トン)

建設機械等
0.7%(7.1百万トン)

※いずれも統計からの試算値

セメント

3.8%(約40百万トン)

建設関連貨物

2.3%(約24百万トン)

建設業（土木・建築）の排出量割合 公共土木※2（建設・維持管理）の排出量割合※3

Scope3
（鉄鋼、セメント等）

建設段階※5

66.5%

Scope1,2
（建設機械等※4）

※2：道路、治水、公園、下水道、港湾、空港
（維持管理段階については空港を除く）

※3：国土交通省による試算値
※4：建設関連貨物は含まない
※5：統計値のうち、建設工事受注動態統計調査の値は不適切処理による遡及改訂前の数値
※6：太陽光発電、ダム管理用水力発電、下水道バイオマスを計上
※7：都市公園/道路緑地/河川・砂防緑地/港湾緑地/下水道処理施設における外構緑地の吸収量、ブルー

カーボン生態系による吸収量を計上

維持管理段階
33.4%Scope1,2

（公物管理その他）

CO2排出

発電・CO2吸収
維持管理段階

（発電※6・CO2吸収※7）

建設業（土木・建築）計：概ね１割強
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インフラ分野におけるカーボンニュートラル実現に向けて

○建設段階においては、材料・機械・施工方法をトータルで改善しCO2排出を削減。
○維持管理段階においては、LED照明の普及など省エネルギー化を推進しCO2排出を削減。更に、太陽光、水力等
インフラ空間を活用した再生可能エネルギーの創出を図り、維持管理段階でのカーボンマイナスを目指す。

○建設段階と維持管理段階のトータルでカーボンニュートラルを目指す。

CO2排出

発電・CO2吸収

建設段階 維持管理段階

・LED照明の導入
・樋管等の無動力化
・管理車両の低炭素化（EV等）
・小水力発電設備の導入
・治水容量の活用による電力事業者の
支援

・道路、河川、公園、下水道、港湾
等のインフラ空間を活用した太陽光
発電の導入

・革新的建設材料の技術研究開発
の推進【再掲】

・コンクリート構造物供用中のCO2
吸収量の同定・認証に向けた技術
研究開発の推進

現在 2050

現在 2050

1,666万ｔ-CO2/年※

837万ｔ-CO2/年※

※道路、治水、下水道、公園、港湾、空港における排出量の試算値（維持管理段階については空港を除く）

162万ｔ-CO2/年※

維持管理段階の取組

・革新的建設機械（電動、水素、バイオ等）、革新的建設材料（CO2吸収コンクリート、ゼロ
カーボンスチール）などの技術研究開発の推進（内閣府・経産省等と連携）

・生産性向上と併せたCNの実現（インフラDX等）
プレキャスト化の推進
工事監理の高度化による合理化（ダンプの待ち時間短縮、戻りコンの縮減等）
海上・河川舟運の活用による資機材等輸送の効率化（燃料効率化、渋滞緩和等）
資機材調達の地産地消化
ICT施工の推進 等

・利用可能な低炭素材料の活用促進
木材、低炭素コンクリート、電炉鋼材 等 ※高炉セメント等既に活用済材料の再評価含む

・低炭素建設機械の導入促進、低炭素燃料（バイオ燃料等）の活用促進

建設段階の取組

ライフサイクル全体を見据えた取組
・維持管理が省力化・効率化されるなど、インフラのライフサイクル全体を
通して省CO2に資する計画・設計手法の導入検討

Scope1,2
（建設機械等）
611万t-CO2/ 年

Scope3
（鉄鋼、セメント等）
1,055万t-CO2/ 年

Scope1,2
（公務その他）

・建設・維持管理段階の工程・工種ごとのCO2排出量を見える化

・CO2削減に資する取組の削減効果を定量的に
算出・評価可能に

・入札契約時の総合評価や工事成績評定による
加点による取組の促進
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具体的取組① ICT施工による施工の低炭素化

◯ ICT施工の導入により、丁張り等、重機周りの作業が減少するため補助作業が不要となり、
施工の効率化が実現し建設現場の生産性が向上。現場の作業時間の短縮により建設機械から
排出されるCO2の縮減を期待

◯ ICT施工の活用が進んでいる大中規模現場だけでなく、小規模現場におけるＩＣＴ施工の導入を促
進し、建設現場の生産性をより一層向上

・設計図面から工事に必要な位置や高さの丁張り（目印）を設置
・丁張りを確認しながらの施工

・３次元データを重機に読み込み、確認しながら丁張り無しで工事を実施
・丁張りのための作業員の配置不要

■ICT施工による生産性向上 ■ICT施工による作業時間短縮効果

機械稼働時間
約２割 縮減

（令和３年度アンケート調査結果）

※ 作業時間短縮による燃料消費量削減（CO2排出量削減）が期待

床堀などの出来形計測の
必要がない作業は小型建
機＋MGで行い低コスト化

小型建機

汎用機械（スマホなど）

小規模な現場では汎用機
械を用い出来形計測を低
コスト化

■小規模現場へのICT施工導入促進〈ＩＣＴ建機による施工〉

〈従来〉
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具体的取組② 建設機械の脱炭素化

○2050年の建設現場からのGHG直接排出実質ゼロを目指し、抜本的な建設生産プロセスの見直し
が必要であり、動力源を電動・水素・バイオマス等に転換した革新的建設機械の導入・普及支援
策を講じていく。

● 動力源を抜本的に見直した革新的な建設機械の認定
制度創設を検討。

● 革新的建設機械の普及促進に向け、国交省直轄工事
における認定機械使用へのインセンティブや将来的な
使用原則化についても検討。
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具体的取組③ 建設材料の脱炭素化

〇国土交通省発注の公共工事の中で、低炭素コンクリートの等の低炭素材料の導入促進を図る。
〇更なる低炭素材料の開発・実装を進めるため、国土交通省は通常の積算で工事発注し、新技術の現場試行実施に

伴い発生する追加的研究開発費用は、経済産業省等の技術開発予算から支弁する省庁連携の取組を実施。

国土交通省・
地方整備局

※公共工事を発
注（積算基準
に基づき予定
価格を算出）

※新材料製品の
技術開発・実
証を支援

経済産業省
NEDO

受注者を含む
コンソーシアム

通
常
品
代

の
支
払
い

新
材
料
製
品

サ
ン
プ
ル
出
荷

受注者
Aゼネコン

※新材料製品の施工
（＝現場試行）を実施

※新材料製品の技
術開発・実証
（サンプル製造を
含む）等を実施

Bセメント・建設

公共工事の契約

GI基金または
NEDO交付金
事業の契約

通常の
工事費

GI基金
等による

実証
経費

低炭素型コンクリートの活用（モデル工事の実施） CO2を固定するコンクリートの開発・実装に向けた試行

・直轄工事において、高炉スラグ微粉末を用いた低
炭素型コンクリートブロック（ポルトランドセメントの
置換率を55%以上）を活用するモデル工事を実施。

・脱炭素化に向けた取組を推進するとともに、調達
上の課題等を検証する。

【モデル工事の内容】

セメント置換率：５５％以上
対 象 構 造 物：無筋のプレキャストコンクリート

（18N/mm2、24N/mm2）
→ 護岸ブロック、連接ブロック、歩車道境界ブロッ

ク等
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